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１ はじめに  

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を

図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を採用しています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義

会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費

や引当金等））を市民に説明する必要性が一層高まっており、そのためには、その補完として複

式簿記による発生主義会計の導入が重要になります。

このため、本市では、市の財政状況をわかりやすく説明するための取り組みとして、平成２０

年度決算から、決算統計データを活用した「総務省方式改訂モデル」による財務書類を作成して

きました。

  この度、総務省から、新たに『複式簿記の導入』と『固定資産台帳の整備』を前提とした「統

一的な基準」が示されたことから、平成２８年度決算より「統一的な基準」による財務書類を作

成・公表します。

２ 統一的な基準による地方公会計の整備  

（１）統一的な基準による財務書類の特徴

①複式簿記による発生主義会計の導入 

会計処理方法として複式簿記による発生主義会計を採用し、一般会計等の歳入・歳出デー

タから複式仕訳を作成します。

複式簿記とは、経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行う簿記の手法です。取引

を原因と結果という２つの側面から処理することにより、ストック情報とフロー情報の両面

の把握が可能になります。

発生主義会計とは、経済的事実の発生に着目した会計処理の方式です。発生主義会計を採

り入れることにより、現金主義会計では見えにくいコスト（減価償却費や引当金等）の把握

が可能になります。

 ②固定資産台帳の整備 

固定資産台帳とは、固定資産（道路、公園、学校等）を、その取得から除却、売却処分に

至るまで、その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿で、所有するすべての固定資産

について、取得価額、耐用年数等のデータを網羅的に記載したものです。

   固定資産は、地方公共団体の財産の極めて大きな割合を占めるとともに、その資産が除売

却されるまで長期にわたり行政サービスなどに利用されることから、地方公共団体の財政状

況を把握するためには、正確な固定資産台帳整備が不可欠です。

さらに、固定資産台帳は、財務書類作成のための基礎資料としてだけでなく、公共施設等

の更新・統廃合・長寿命化の観点から、今後、公共施設マネジメント等に活用することも可

能になります。
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（２）「総務省方式改訂モデル」と「統一的な基準」の違い 

３ 財務書類の構成及び対象となる会計（団体）  

（１）財務書類の構成   

   財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表

から構成されます。

財務書類４表は、密接に結びついており、相互に関係があります。詳しくは、「４  平成

２８年度決算 一般会計等財務書類」において説明します。

総務省方式改訂モデル 統一的な基準 

財務書類

の体系 

〇貸借対照表 

〇行政コスト計算書 

〇純資産変動計算書 

〇資金収支計算書 

〇貸借対照表 

〇行政コスト計算書 

〇純資産変動計算書 

〇資金収支計算書 

固定資産

台帳 

〇段階的整備を想定 

（本市は未整備） 

〇開始貸借対照表作成時に整備 

 その後、継続的に更新 

複式簿記 〇決算統計データを活用し、期末に

一括して仕訳を実施 

〇官庁会計処理に基づくデータによ

り、発生の都度又は期末に一括し

て複式仕訳を実施 

（本市は期末一括仕訳） 

有形固定

資産の評

価基準 

〇公共資産･･･決算統計データから

取得原価を推計 

・取得原価が判明･･･取得原価 

・取得原価が不明･･･再調達原価 

※取得原価の判明・不明の判断に係

る特定時期を設定 

※開始後は取得原価（再評価しない） 

※適正な対価を支払わずに取得した

ものは再調達原価 

税収の取

扱い 

〇純資産変動計算書に計上 〇純資産変動計算書に計上 
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構成（略称） 内容 

貸借対照表（ＢＳ） 

(Balance Sheet) 

基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び

内訳）を表示したもの 

行政コスト計算書（ＰＬ） 

(Profit and Loss statement) 

一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの 

純資産変動計算書（ＮＷ） 

(Net Worth statement) 

一会計期間中の純資産及びその内部構成の変動を表示したも

の 

資金収支計算書（ＣＦ） 

(Cash Flow statement) 

一会計期間中の現金の受払いを業務・投資・財務の３つの区分

で表示したもの 

（２）対象となる会計（団体）   

   財務書類は、一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等財務書

類」を基礎として作成します。

また、公的資金等によって形成された資産の状況などを総合的に明らかにするため、一般

会計等に地方公営事業会計を加えた「全体財務書類」、全体財務書類に本市の関連団体を加

えた「連結財務書類」をあわせて作成します。

連結財務書類の対象範囲については、本市と連携協力して行政サービスを実施している関

連団体に該当するか否かで判断します。

具体的には、一部事務組合、地方三公社等の団体のほか、本市の出資割合が５０％超の第

三セクター等、出資割合が５０％以下の場合であっても本市がその団体の業務運営に実質的

に主導的な立場を確保していると認められる第三セクター等についても対象としています。

区分 内容 

一般会計等財務書類 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計 

全体財務書類 一般会計等財務書類の対象会計及び地方公営事業会計 

連結財務書類 全体財務書類の対象会計及び一部事務組合・広域連合、公立

大学法人、地方三公社、第三セクター等 

   なお、各会計（団体）間で行われている資金の繰出（繰入）、貸付（借入）等の取引は、

内部での資金の移動に過ぎないため、原則としてその取引を相殺消去（重複を控除）して財

務書類を作成しています。

また、出納整理期間の定めがある会計と定めのない会計（団体）間との取引については、

現金の受払いが会計年度末までに終了したものとして調整しています。
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平成２８年度決算に係る財務書類の区分及び対象となる会計（団体）は次のとおりです。

区分 対象となる会計（団体） 

一般会計等 

財務書類 

一般会計 

特別会計 

（７会計） 

土地区画整理特別会計、土地区画整理事業清算特別

会計、公債償還特別会計、住宅新築資金等貸付特別会

計、土地取得特別会計、母子父子寡婦福祉資金特別会

計、臨海部産業用地貸付特別会計 

全 体 

財務書類 

特別会計 

（２０会計） 

国民健康保険特別会計、競輪、競艇特別会計、駐車場

特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会

計、食肉センター特別会計、卸売市場特別会計、渡船

特別会計、港湾整備特別会計、産業用地整備特別会

計、廃棄物発電特別会計、漁業集落排水特別会計、空

港関連用地整備特別会計、学術研究都市土地区画整

理特別会計、市民太陽光発電所特別会計 

公営企業会計

（法適用）※ 

（５会計） 

上水道事業会計（水道事業・水道用水供給事業）、工

業用水道事業会計、交通事業会計、病院事業会計、下

水道事業会計 

連結財務書類 

一部事務組合 

広域連合 

公立大学法人 

地方三公社 

第三セクター等 

（２８団体）

直方市・北九州市岡森用水組合、福岡県自治振興組

合、福岡県後期高齢者医療広域連合、公立大学法人北

九州市立大学、北九州市道路公社、福岡北九州高速道

路公社、北九州市住宅供給公社、公益財団法人アジア

成長研究所、公益財団法人北九州国際交流協会、公益

財団法人アジア女性交流・研究フォーラム、公益財団

法人北九州市芸術文化振興財団、公益財団法人北九

州国際技術協力協会、公益財団法人北九州市環境整

備協会、株式会社北九州輸入促進センター、株式会社

北九州テクノセンター、公益財団法人九州ヒューマ

ンメディア創造センター、公益財団法人北九州産業

学術推進機構、皿倉登山鉄道株式会社、公益財団法人

西日本産業貿易コンベンション協会、公益財団法人

北九州市どうぶつ公園協会、北九州高速鉄道株式会

社、ひびき灘開発株式会社、北九州埠頭株式会社、北

九州貨物鉄道施設保有株式会社、北九州エアターミ

ナル株式会社、株式会社北九州ウォーターサービス、

公益財団法人北九州市学校給食協会、社会福祉法人

北九州市福祉事業団  

   ※「公営企業会計（法適用）」･･･以下、「企業会計」という 
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４ 平成２８年度決算 一般会計等財務書類  

 （１）財務書類の概要及び財務書類４表の相互関係 

 一般会計等財務書類の概要及び財務書類４表の相互関係は次のとおりです。

 ＜平成２８年度決算 一般会計等財務書類＞ 

※以下、各表の金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計、項目間の差額、割合等が一致しない場合があります。

＜財務書類４表の相互関係＞ 

①貸借対照表の資産のうち、「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末

歳計外現金残高を足したものと対応します。 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変

動計算書の期末残高と対応します。 

③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

◆貸借対照表（ＢＳ） ◆行政コスト計算書（ＰＬ）

資産 億円 負債 億円 億円 億円

固定資産 億円 固定負債 億円 億円 億円

有形固定資産 億円 億円 億円 億円

億円 億円

億円 億円

億円

億円

億円 億円

億円 億円

億円 億円 億円

億円 億円 億円 億円

その他（未払金等） 億円 億円

億円

億円 純資産 億円 純行政コスト 億円

億円 億円

億円

◆資金収支計算書（ＣＦ）

前年度末資金残高 億円 前年度末純資産残高 億円

業務活動収支 億円 純行政コスト 億円

投資活動収支 億円 財源（税収等、国県等補助金） 億円

財務活動収支 億円 資産評価差額等 億円

億円 本年度純資産変動額 億円

本年度末資金残高 億円 本年度末純資産残高 億円

＋本年度末歳計外現金残高 億円

2兆5,513

退職手当引当金

2兆5,092

2兆1,809

8,529

投資その他の資産

（出資金、基金、長期貸付金等）

（自動車、機器類等）

3,254

賞与等引当金無形固定資産

預り金

41

39

46

△ 7

41

8

9,960

業務費用

人件費

経常費用

地方債

1兆1,651

19

経常収益

（利子、雑入等）

その他

臨時損失

（資産売却益等）

（職員給与費、
　退職手当引当金繰入額等）

152

5

665

2,048

467

338

1,243 臨時利益

◆純資産変動計算書（ＮＷ）

本年度資金収支額

180

544

55その他

その他

財政調整基金

現金預金

流動資産

（道路、港湾、公園等）

（庁舎、学校、市営住宅等）

1兆3,862

29

１年内償還予定
地方債

1兆3,193
（損失補償等引当金等）

1兆3,862

243

98

80

421

△ 3,654

3,667

155

△ 341

（Ｈ２８年４月１日～Ｈ２９年３月３１日） （Ｈ２８年４月１日～Ｈ２９年３月３１日）

1兆3,829

（未収金等）

3,654

26

32

（Ｈ２９年３月３１日現在） （Ｈ２８年４月１日～Ｈ２９年３月３１日）

3,948 315

1兆558 1,899 使用料及び手数料 162

・インフラ資産

・事業用資産

・物品

1,004

39

87 流動負債 1,093

145

1,090

その他の業務費用

物件費等

（支払利息等）

（物件費、維持補修費
　減価償却費等）

移転費用

（他会計への繰出金等）

（資産除売却損等）

その他

社会保障給付

補助金等

１ ３２

本年度差額

13億円
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◆貸借対照表（ＢＳ）

資産 億円 負債 億円

固定資産 億円 固定負債 億円

有形固定資産 億円 億円

億円 億円

億円

億円

億円 億円

億円

億円 億円

億円 億円

その他（未払金等） 億円

億円

億円 純資産 億円

億円

億円

（未収金等）

財政調整基金 98

その他 243

流動資産 421

現金預金 80 1兆3,862

（出資金、基金、長期貸付金等）
8

投資その他の資産 3,254 預り金 41

（自動車、機器類等） １年内償還予定
地方債

1,004

無形固定資産 29 賞与等引当金 39

（道路、港湾、公園等）

・物品 87 流動負債 1,093

（庁舎、学校、市営住宅等）
その他 55

・インフラ資産 1兆3,193
（損失補償等引当金等）

・事業用資産 8,529 退職手当引当金 544

2兆1,809 地方債 9,960

2兆5,092 1兆558

（Ｈ２９年３月３１日現在）

2兆5,513 1兆1,651

（２）貸借対照表 

＜平成２８年度決算 一般会計等貸借対照表＞ 

〇貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点で、地方公共団体がどのような資産を保有している

か（資産保有状況）と、その資産がどのような財源でまかなわれているか（財源調達状況）

を、対照表示した財務書類です。 

〇市民の財産である「資産」、将来世代の負担となる「負債」、過去及び現世代や国・県が負担

済みであり将来返済の必要がない「純資産」に関する情報を表しています。 

負 債 

【将来世代の負担】 

資 産 

【市民の財産】 
純資産 

【過去及び現世代の負担】
＝ ＋ 

【純資産】 

過去及び現世代

の負担 

【資 産】 

市民の財産 

【負 債】 

将来世代 

の負担 

- 6 -



   ①資産の構成 

    ・平成２８年度末の資産の総額は、２兆５，５１３億円です。

・資産の８５％は、有形固定資産（２兆１，８０９億円）で、事業用資産、インフラ資産

及び物品に区分して表示します。

有形固定資産の構成は、庁舎、学校、市営住宅等の事業用資産（８，５２９億円）が 

３９．１％、道路、港湾、公園等のインフラ資産（１兆３，１９３億円）が

６０．５％、自動車、機器類等の物品（８７億円）が０．４％です。

・投資その他の資産（３，２５４億円）には、地方三公社や第三セクター等に対する出資

金、地方債の償還を計画的に行うために積み立てる基金、地方三公社などに対する長期

貸付金等が含まれます。

・そのほか、流動資産として、現金預金（８０億円）、財政調整基金（９８億円）、未収

金など（２４３億円）があります。

 ・有形固定資産を行政目的別に分類すると、道路などの「生活インフラ・国土保全」

（１兆５，８３０億円）が７３％と最も高く、次に、学校などの「教育」

（２，２５５億円）が１０％となっています。
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   ②負債の構成 

    ・平成２８年度末の負債の総額は、１兆１，６５１億円です。

・負債の９４％は、市債（地方債・１年内償還予定地方債）（１兆９６４億円）が占めて

います。

 なお、市債のうち、２７％は、地方交付税の振替である臨時財政対策債

（２，９５１億円）です。

臨時財政対策債とは、国の地方交付税への財源不足対策として、本来地方交付税で交付

されるものの一部を地方公共団体が借り入れた地方債です。その償還（返済）について

は、後年度、その全額が地方交付税で措置されます。

・そのほか、職員に対する退職金の支払いに備えるための退職手当引当金（５４４億円）

などを計上しています。

③純資産の構成 

    ・純資産は資産総額から負債総額を差し引いた金額で、１兆３，８６２億円です。

・純資産の増減は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。

詳しくは、「（４）純資産変動計算書」において説明します。
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◆行政コスト計算書（ＰＬ）

億円 億円

億円 億円

億円 億円

億円

億円

億円

億円

億円 億円

億円

純行政コスト 億円

億円

3,654

臨時損失 26

（資産除売却損等）

（他会計への繰出金等）

臨時利益 5

その他 338
（資産売却益等）

467

社会保障給付 1,243

移転費用 2,048

補助金等

その他の業務費用 145

（支払利息等）

物件費等 1,090

（物件費、維持補修費
　減価償却費等）

152

（職員給与費、
　退職手当引当金繰入額等）

（利子、雑入等）

人件費 665 その他

業務費用 1,899 使用料及び手数料 162

（Ｈ２８年４月１日～Ｈ２９年３月３１日）

経常費用 3,948 経常収益 315

（３）行政コスト計算書 

＜平成２８年度決算 一般会計等行政コスト計算書＞ 

〇行政コスト計算書は、一会計期間において、資産の形成に結びつかない行政サービスに係る費

用と、そのサービスと直接の対価性がある使用料・手数料などの収益の状況を示した財務書類

です。費用には、減価償却費や退職手当引当金繰入額等の現金支出を伴わない経費も含まれて

います。 

〇経常費用から経常収益を差し引き、臨時損失と臨時利益の差額を加えたものが、「純行政コス

ト」として示されます。 
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①行政コストの概要 

    ・平成２８年度の経常費用は３，９４８億円、経常収益が３１５億円、臨時損失が２６億

円、臨時利益が５億円で、「純行政コスト」は、３，６５４億円となりました。

     （ 純行政コスト ＝ （経常費用 － 経常収益） ＋（ 臨時損失 － 臨時利益） ）

    ・この「純行政コスト」が、使用料・手数料などの収益以外の財源（市税、地方交付税等

の一般財源（税収等）や国県等補助金）によりまかなう額になります。

   ②費用の構成 

    ・経常費用の構成は、人件費、物件費等の業務費用（１，８９９億円）が４８％、補助金

等の移転費用（２，０４８億円）が５２％です。

・業務費用の内訳は、職員給与費や退職手当引当金繰入額等の人件費（６６５億円）、委

託料や減価償却費等の物件費等（１，０９０億円）、支払利息などのその他の業務費用

（１４５億円）です。

・移転費用の内訳は、政策目的による補助金等（４６７億円）、生活保護費などの社会保

障給付（１，２４３億円）、他会計への繰出金など（３３８億円）です。

・そのほか、臨時損失として、資産除売却損などの臨時に発生する費用を計上していま

す。

   ③収益の構成 

    ・経常収益の構成は、公共施設の使用料や証明書の発行手数料等の行政サービスに係る受

益者負担である使用料及び手数料（１６２億円）が５２％、預金などの利子や雑入等の

その他の収益（１５２億円）が４８％です。

    ・なお、経常収益には、行政サービスを提供するうえで主要な財源である税収は含まれて

いません。税収は、使用料・手数料などのように行政サービスの対価として住民から徴

収されるものではないためです。税収は、純資産変動計算書において、純資産の増加要

因として計上されます。

    ・そのほか、臨時利益として、資産売却益などの臨時に発生する収益を計上しています。 
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前年度末純資産残高 億円

純行政コスト 億円

財源（税収等、国県等補助金） 億円

資産評価差額等 億円

本年度純資産変動額 億円

本年度末純資産残高 億円

32

1兆3,862

△ 3,654

3,667

19

◆純資産変動計算書（ＮＷ） （Ｈ２８年４月１日～Ｈ２９年３月３１日）

1兆3,829

本年度差額

13億円

（４）純資産変動計算書 

 ＜平成２８年度決算 一般会計等純資産変動計算書＞ 

純資産変動の概要 

    ・平成２８年度の純行政コスト３，６５４億円に対し、財源（税収等、国県等補助金）が

３，６６７億円あり、本年度差額は１３億円になりました。また、資産評価差額等が

１９億円あり、本年度純資産変動額は３２億円になりました。この結果、本年度末純資

産残高は１兆３，８６２億円となりました。

・純行政コストに対し、財源（税収等、国県等補助金）がどの程度あるのかを見ることに

より、そのコストが、使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担以外の財源

（税収等、国県等補助金）でどの程度まかなわれているのかを把握することができま

す。

・純資産は過去及び現世代の負担により蓄積された資産の財源であり、資産を活用して行

政サービスを提供する場合の資源と考えられます。

このため、純資産の増加は、現世代の負担によって、将来世代も利用可能な行政サービ

スの資源が蓄積されたことを意味します。逆に、純資産の減少は、将来世代が利用可能

な資源を現世代が費消したことを意味します。     

〇純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを表す財務書類で

す。 

〇純資産変動計算書では、財源（市税、地方交付税等の一般財源（税収等）や国県等補助金）が

純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で計算された「純行政コスト」が純

資産の減少要因として計上されることなどを通じて、１年間の純資産総額の変動が示されま

す。 

【純行政コスト】

行政コスト 

計算書で計 

算された純 

行政コスト 
【財源】 

市税、地方交

付税、国県等

補助金等 
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◆資金収支計算書（ＣＦ）

前年度末資金残高 億円

業務活動収支 億円

投資活動収支 億円

財務活動収支 億円

億円

本年度末資金残高 億円

＋本年度末歳計外現金残高 億円

本年度資金収支額 △ 7

39

41

180

△ 341

155

（Ｈ２８年４月１日～Ｈ２９年３月３１日）

46

（５）資金収支計算書 

 ＜平成２８年度決算 一般会計等資金収支計算書＞ 

資金収支の概要 

    ・経常的な行政活動の収支である業務活動収支は１８０億円のプラス、資産形成や貸付金

等の収支である投資活動収支は３４１億円のマイナス、地方債の償還、発行等の収支で

ある財務活動収支は１５５億円のプラスとなっています。

・これらをあわせた平成２８年度の資金収支は、７億円のマイナスになり、本年度末にお

ける資金の残高は３９億円となりました。

〇資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う資金の流れを表す財

務書類です。 

〇現金収支については、現行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、資金収支計算書

では、「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」という性質の異なる３つの活動に

大別して記載することで、地方公共団体の資金が期首残高から期末残高へと増減した原因が示

されます。 

【業務活動収支】 

経常的な活動 

に係る収支 

【投資活動収支】 

公共施設の整備等 

に係る収支 

【財務活動収支】 

地 方 債 等 

に係る収支 
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５ 財務書類から把握できる主な指標（平成２８年度決算 一般会計等財務書類）

 （１）統一的な基準による財務書類の活用 

  『複式簿記の導入』と『固定資産台帳の整備』を前提とした統一的な基準による地方公会

計の整備により、ストック情報（資産・負債）や減価償却費等も含めた行政サービスのフル

コストが「見える化」されるとともに、団体間の比較可能性も確保されます。 

以下、平成２８年度決算 一般会計等財務書類をもとに主な財政指標について説明します。 

   今後、各団体において、継続的に、統一的な基準による財務書類の作成・公表が進むこと

により、本市の財政指標についても経年比較や類似団体比較等の分析を重ねていきます。 

 ＜主な財政指標＞ 

なお、「市民一人あたり」の財政指標の算定にあたっては、平成２９年３月３１日現在の

住民基本台帳人口（９６万１，３３５人）を用いています。 

分析の視点 市民のニーズ 財務書類 財政指標 

資産形成度 将来世代に残る資産は

どのくらいあるか 

貸借対照表 市民一人あたり資産額 

貸借対照表 有形固定資産減価償却率 

世代間公平性 将来世代と現世代の負

担の分担は適切か 

貸借対照表 純資産比率 

持続可能性 

（健全性） 

財政に持続可能性があ

るか 

貸借対照表 市民一人あたり負債額 

効率性 行政サービスは効率的

に提供されているか 

行政コスト計算書 市民一人あたり純行政コスト 

自律性 受益者負担の水準はど

うなっているか 

行政コスト計算書 受益者負担比率 
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（２）資産形成度に着目した分析 

資産額を住民基本台帳人口で除して市民一人あたりの資産額を算出します。 

一人あたりの資産保有状況は市民にとってわかりやすい情報であり、当該指標を類似団

体と比較することで、各団体の資産形成の特徴がわかります。 

     ＜市民一人あたり資産額＞ 

有形固定資産のうち、建物などの償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を

算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか（経年

の程度）を全体として把握することができます。 

    この比率が高いほど、資産の老朽化が進んでいることを示します。 

＜有形固定資産減価償却率＞ 

市民一人あたり資産額  ２６５万円  

【算定式】＝ 資産合計／住民基本台帳人口 

有形固定資産減価償却率  ６６．５％  

資産合計 住民基本台帳人口 市民一人あたり資産額

A B A／B

2兆5,513億円 96万1,335人 265万円

減価償却累計額 償却資産の取得価額 有形固定資産減価償却率

A B A／B

1兆3,578億円 2兆412億円 66.5%

【算定式】＝ 減価償却累計額／償却資産の取得価額 
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（３）世代間公平性に着目した分析

 資産に対する純資産の比率を算出することにより、資産のうち返済の必要がない純資産

（過去及び現世代によって既に負担された資産）の割合がわかります。 

地方公共団体は、地方債の発行などを通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行って

います。したがって、純資産比率の変動を経年比較していくことで、将来世代と現世代と

の間でどのように負担割合が変化しているかを把握することができます。 

     ＜純資産比率＞ 

（４）持続可能性（健全性）に着目した分析

    負債額を住民基本台帳人口で除して市民一人あたりの負債額を算出します。 

一人あたりの負債額は市民にとってわかりやすい情報であり、当該指標を類似団体と比

較することで、財政の持続可能性を評価することができます。 

     ＜市民一人あたり負債額＞ 

純資産比率  ５４．３％  

【算定式】＝ 純資産総額／資産合計 

純資産総額 資産合計 純資産比率

A B A／B

1兆3,862億円 2兆5,513億円 54.3%

市民一人あたり負債額  １２１万円  

【算定式】＝ 負債合計／住民基本台帳人口 

負債合計 住民基本台帳人口 市民一人あたり負債額

A B A／B

1兆1,651億円 96万1,335人 121万円
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（５）効率性に着目した分析 

行政コスト計算書で算出される純行政コストを住民基本台帳人口で除して市民一人あた

りの行政サービスに係る費用を算出することにより、地方公共団体の行政活動の効率性を

測定することができます。 

また、当該指標を類似団体と比較することで、当該団体の効率性の度合いを評価するこ

とができます。 

   ＜市民一人あたり純行政コスト＞ 

（６）自律性に着目した分析 

行政コスト計算書の経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担の

金額）の経常費用（行政サービスに要した費用）に対する割合を算出することにより、行

政サービスの受益者負担の割合がわかります。 

この比率が高いほど、行政サービスを提供するために発生したコストが受益者の負担

（使用料・手数料など）でまかなわれていることを示します。 

   ＜受益者負担の割合＞ 

市民一人あたり純行政コスト  ３８万円  

【算定式】＝ 純行政コスト／住民基本台帳人口 

純行政コスト 住民基本台帳人口
市民一人あたり
純行政コスト

A B A／B

3,654億円 96万1,335人 38万円

受益者負担比率  ８．０％  

【算定式】＝ 経常収益／経常費用 

経常収益 経常費用 受益者負担比率

A B A／B

315億円 3,948億円 8.0%
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６ 平成２８年度決算 全体財務書類・連結財務書類  

（１）全体財務書類・連結財務書類の概要

    市の行政活動は、一般会計等財務書類に含めた事業のほかにも、国民健康保険事業、上水

道事業、病院事業等の市民生活に密着した様々な行政活動を行っています。

    また、地方公共団体は、自ら行政サービスを提供するだけではなく、行政の補完的役割を

担う団体として設立された地方三公社や第三セクター等の団体を通じて様々な事業を機動

的・弾力的に提供していますが、これらの団体が実施する事業であっても、市民からみれ

ば、公益的な行政サービスであることに変わりはありません。

このため、多様な行政サービス実施主体を含めた財政状況を総合的に明らかにするため、

全体財務書類（一般会計等財務書類＋国民健康保険特別会計、上水道事業会計、病院事業会

計等の会計）及び連結財務書類（全体財務書類＋地方三公社、第三セクター等の団体）を作

成しました。

    以下、一般会計等財務書類と全体財務書類及び連結財務書類を比較した資産・負債の状況

や行政サービス提供に要したコストの状況等について説明します。

（２）貸借対照表

＜平成２８年度決算 一般会計等と全体及び連結財務書類の貸借対照表の比較＞

（単位：億円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ Ｃ－Ａ Ｃ／Ａ

25,513 33,440 35,504 7,928 1.3 9,991 1.4

固定資産 25,092 32,490 34,216 7,399 1.3 9,124 1.4

流動資産 421 950 1,287 529 2.3 866 3.1

繰延資産 1 1

11,651 14,904 16,515 3,253 1.3 4,864 1.4

固定負債 10,558 13,463 14,878 2,905 1.3 4,320 1.4

流動負債 1,093 1,441 1,637 348 1.3 544 1.5

13,862 18,537 18,989 4,675 1.3 5,127 1.4

54.3% 55.4% 53.5% - - - -

連結財務書類全体財務書類
一般会計等
財務書類

純資産／資産

全体 - 一般会計等

純資産

負債

資産

差引

連結 - 一般会計等
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① 資産の構成

    ・全体財務書類の資産の総額は３兆３，４４０億円で、一般会計等に比べ１．３倍、連結

財務書類の資産の総額は３兆５，５０４億円で、一般会計等に比べ１．４倍になってい

ます。 

・これは、主に、設備投資型の事業である下水道事業をはじめとする企業会計が有する資

産や、有料道路事業などの大規模な投資を実施してきた福岡北九州高速道路公社をはじ

めとする地方三公社等が有する資産が加算されることによるものです。 

一般会計等財務書類 

全体財務書類 

連結財務書類 

資 産

2兆 

5,513億円 

負 債

１兆 

1,651億円 

純資産

１兆 

3,862億円 

資 産 

3兆 

3,440億円 

負 債 

1兆 

4,904億円 

純資産 

1兆 

8,537億円 

資 産 

3兆 

5,504億円 

負 債 

1兆 

6,515億円 

純資産 

1兆 

8,989億円 

１．３倍 

１．４倍 
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   ②負債の構成

    ・全体財務書類の負債の総額は１兆４，９０４億円で、一般会計等に比べ１．３倍、連結

財務書類負債の総額は１兆６，５１５億円で、一般会計等に比べ１．４倍になっていま

す。 

    ・これは、主に、企業会計や地方三公社において、資産の形成にあたり、将来の事業収入

などで資金回収を行うことを前提に、市債や借入金を活用して事業を行っていることに

よるものです。 

    ・なお、連結財務書類は、本市と地方三公社などの関係法人を連結して、一つの行政サー

ビスの実施主体としてみなすという仮定に基づき作成していますが、これらの関係法人

は、本市と独立した法人格と固有の財政基盤を有していることから、その負債が原則と

して本市に帰属するものではないことに留意が必要です。 

（３）行政コスト計算書

＜平成２８年度決算 一般会計等と全体及び連結財務書類の行政コスト計算書の比較＞

 （単位：億円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ Ｃ－Ａ Ｃ／Ａ

3,948 7,684 9,311 3,736 1.9 5,363 2.4

業務費用 1,899 3,711 4,110 1,812 2.0 2,211 2.2

移転費用 2,048 3,973 5,200 1,925 1.9 3,152 2.5

26 24 19 △ 3 0.9 △ 7 0.7

315 2,045 2,377 1,730 6.5 2,062 7.6

使用料及び
手数料

162 732 878 570 4.5 716 5.4

その他 152 1,313 1,498 1,161 8.6 1,346 9.9

5 26 26 20 4.7 21 4.8

3,654 5,638 6,927 1,983 1.5 3,273 1.9

8.0% 26.6% 25.5% - - - -

④臨時利益

全体財務書類
一般会計等
財務書類

受益者負担比率
(③／①)

差引

連結 - 一般会計等全体 - 一般会計等

(①-③)＋(②-④)
純行政コスト

③経常収益

①経常費用

連結財務書類

②臨時損失
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①行政コストの概要

    ・全体財務書類の純行政コストは５，６３８億円で、一般会計等に比べ１．５倍、連結財

務書類の純行政コストは６，９２７億円で、一般会計等に比べ１．９倍になっていま

す。

   ②費用の概要 

・全体財務書類の経常費用は７，６８４億円で、一般会計等に比べ１．９倍、連結財務書

類の経常費用は９，３１１億円で、一般会計等に比べ２．４倍になっています。 

・経常費用のうち、業務費用（人件費、物件費等）の増については、主に、大規模な投資

を行っている下水道事業などの企業会計や地方三公社等の団体が有する資産に係る減価

償却費、各会計・団体の運営コスト等が加算されることによるものです。 

・経常費用のうち、移転費用（補助金等）の増については、主に、国民健康保険特別会計

や福岡県後期高齢者医療広域連合の保険給付費等が加算されることによるものです。 

③収益の概要 

・全体財務書類の経常収益は２，０４５億円で、一般会計等に比べ６．５倍、連結財務書

類の経常収益は２，３７７億円で、一般会計等に比べ７．６倍になっています。 

・これは、主に、企業会計の事業収益、地方三公社の料金収入等が加算されることによる

ものです。 

・これらの会計・団体は、事業収益や料金収入等により、必要な行政コストをまかなうこ

とを前提として事業を行っています。 

そのため、受益者負担比率（経常収益／経常費用）は、一般会計等の８．０％に比べ、

全体財務書類では、２６．６％、連結財務書類では、２５．５％と大幅に増加していま

す。 
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資 料 集財 務 書 類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 2,509,156 固定負債 1,055,820
有形固定資産 2,180,875 地方債 995,952
事業用資産 852,878 長期未払金 -
土地 536,844 退職手当引当金 54,356
立木竹 1,336 損失補償等引当金 2,752
建物 854,712 その他 2,760
建物減価償却累計額 △ 546,220 流動負債 109,273
工作物 13,141 1年内償還予定地方債 100,405
工作物減価償却累計額 △ 10,258 未払金 20
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 335 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 157 賞与等引当金 3,925
航空機 1,318 預り金 4,149
航空機減価償却累計額 △ 1,318 その他 774
その他 423 1,165,094
その他減価償却累計額 △ 9 【純資産の部】
建設仮勘定 2,731 固定資産等形成分 2,531,407

インフラ資産 1,319,271 余剰分（不足分） △ 1,145,248
土地 911,973
建物 18,999
建物減価償却累計額 △ 10,344
工作物 1,125,960
工作物減価償却累計額 △ 771,878
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 44,562

物品 26,309
物品減価償却累計額 △ 17,583

無形固定資産 2,863
ソフトウェア 873
その他 1,990

投資その他の資産 325,419
投資及び出資金 176,762
有価証券 -
出資金 70,626
その他 106,135

投資損失引当金 △ 36,649
長期延滞債権 4,242
長期貸付金 27,169
基金 153,055
減債基金 121,450
その他 31,605

その他 1,211
徴収不能引当金 △ 371

流動資産 42,097
現金預金 8,024
未収金 1,745
短期貸付金 2,511
基金 19,739
財政調整基金 9,776
減債基金 9,964

棚卸資産 10,094
その他 -
徴収不能引当金 △ 16 1,386,159

2,551,253 2,551,253

一般会計等貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：百万円）

経常費用 394,777
業務費用 189,939
人件費 66,451
職員給与費 50,618
賞与等引当金繰入額 3,925
退職手当引当金繰入額 5,324
その他 6,584

物件費等 108,990
物件費 65,559
維持補修費 9,108
減価償却費 34,324
その他 -

その他の業務費用 14,498
支払利息 12,542
徴収不能引当金繰入額 305
その他 1,650

移転費用 204,838
補助金等 46,655
社会保障給付 124,348
他会計への繰出金 33,271
その他 564

経常収益 31,450
使用料及び手数料 16,247
その他 15,204

純経常行政コスト △ 363,326
臨時損失 2,632
災害復旧事業費 59
資産除売却損 874
投資損失引当金繰入額 1,088
損失補償等引当金繰入額 611
その他 -

臨時利益 547
資産売却益 278
その他 269

純行政コスト △ 365,411

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,382,919 2,509,938 △ 1,127,019

純行政コスト（△） △ 365,411 △ 365,411

財源 366,711 366,711

税収等 244,238 244,238

国県等補助金 122,473 122,473

本年度差額 1,300 1,300

固定資産等の変動（内部変動） 19,529 △ 19,529

有形固定資産等の増加 56,032 △ 56,032

有形固定資産等の減少 △ 37,087 37,087

貸付金・基金等の増加 71,531 △ 71,531

貸付金・基金等の減少 △ 70,947 70,947

資産評価差額 △ 1,081 △ 1,081

無償所管換等 1,281 1,281

その他 1,740 1,740 -

本年度純資産変動額 3,241 21,469 △ 18,229

本年度末純資産残高 1,386,159 2,531,407 △ 1,145,248

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 360,016
業務費用支出 155,179
人件費支出 65,828
物件費等支出 75,569
支払利息支出 12,542
その他の支出 1,240

移転費用支出 204,838
補助金等支出 46,655
社会保障給付支出 124,348
他会計への繰出支出 33,271
その他の支出 564

業務収入 378,061
税収等収入 244,083
国県等補助金収入 102,678
使用料及び手数料収入 16,242
その他の収入 15,058

臨時支出 59
災害復旧事業費支出 59
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 17,986
【投資活動収支】
投資活動支出 127,159
公共施設等整備費支出 55,629
基金積立金支出 34,420
投資及び出資金支出 1,106
貸付金支出 35,976
その他の支出 29

投資活動収入 93,018
国県等補助金収入 19,796
基金取崩収入 30,088
貸付金元金回収収入 38,101
資産売却収入 3,362
その他の収入 1,671

投資活動収支 △ 34,141
【財務活動収支】
財務活動支出 110,090
地方債償還支出 109,219
その他の支出 871

財務活動収入 125,564
地方債発行収入 125,564
その他の収入 -

財務活動収支 15,474
△ 681
4,555
3,874

前年度末歳計外現金残高 4,065
本年度歳計外現金増減額 84
本年度末歳計外現金残高 4,149
本年度末現金預金残高 8,024

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記（一般会計等） 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法（基金が保有する土地を含む） 

   ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和59年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

    イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法（基金が保有する有価証券を含む） 

 ① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

該当ありません 

  ② 満期保有目的以外の有価証券 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

 該当ありません 

  ③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

該当ありません 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  個別法による低価法 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 １５年～５０年 

工作物 １０年～７５年 

物品 ５年～１５年 

   ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

   ③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契 

約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下 

した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 
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   ② 徴収不能引当金 

     未収金については、過去3年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

     長期延滞債権については、過去3年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

   ③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

   ④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する 

将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

   ⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ 

れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（６）リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円

以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   ② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 （７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 （８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

   ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が１００万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

   ② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として、法人税基本通達第7章第8節によっています。 

ただし、同通達においては、資本的支出であるか修繕費であるかの区分が不明の場合において、その金額が 

60万円に満たない場合は修繕費として取り扱うことができるとされていますが、金額が200万円以下である 

ときは、原則、修繕費として処理しています 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当ありません 

３ 重要な後発事象 

  主要な業務の改廃 

廃棄物発電事業について、平成29年度から一般会計が行うことになったため、平成29年度より廃棄物発電特別会 

計を廃止しました。 

４ 偶発債務 

 （１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 
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    他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

                                    （単位：百万円） 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務額 
総額 

損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

福岡北九州高速道路公社   186,772 186,772 

北九州市道路公社   1,441 5,483 6,924 

福岡県信用保証協会   1,311   1,311 

計   2,752 192,255 195,007 

 （２）係争中の訴訟等 

    係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの。 

7件 99 百万円（会計年度末における訴訟金額） 

５ 追加情報 

 （１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

   ① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

土地区画整理特別会計 

土地区画整理事業清算特別会計 

公債償還特別会計 

住宅新築資金等貸付特別会計 

土地取得特別会計 

母子父子寡婦福祉資金特別会計 

臨海部産業用地貸付特別会計 

   ② 普通会計の対象範囲のうち、介護保険特別会計（介護認定審査会等研修関連）・学術研究都市土地区画整理特

別会計（公共施設整備関連）については、一般会計等の対象範囲には含まれません。 

   ③ 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現

金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   ④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

   ⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率       － 

連結実質赤字比率     － 

実質公債費比率    13.7％ 

将来負担比率    .187.9％ 

   ⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 34,029 百万円 

 （２）貸借対照表に係る事項 

   ① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

    ア 範囲 

売却が既に決定している又は近い将来売却が予定されていると判断される資産 

    イ 内訳 

事業用資産 土地  5,851百万円（5,857百万円） 

平成２９年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、路線価をもとに算出しています。 
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上記の（5,857百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

   ② 減債基金に係る積立不足額 

積立不足はありません。 

   ③ 基金借入金（繰替運用） 

会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

   ④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見

込まれる金額 438,696 百万円 

   ⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模 245,993 百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 41,576 百万円 

将来負担額 1,233,026 百万円 

充当可能基金額 157,937 百万円 

特定財源見込額 177,239 百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 513,677 百万円 

   ⑥ 貸借対照表に計上された債務の金額 

リース債務 1,015 百万円 

PFI により整備した施設に係る将来の支払額 2,519百万円 

   ⑦ 建物のうち9,645百万円は、PFI 事業に係る資産が計上されています。 

 （３）行政コスト計算書に係る事項 

    該当ありません 

 （４）純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

   ① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。 

   ② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 （５）資金収支計算書に係る事項 

   ① 基礎的財政収支 △3,613 百万円 

   ② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 85,000 百万円 

一時借入金に係る利子額 7 百万円 

６ その他 

  地方債・減債基金の取扱いについて 

本市では、借換債の発行、元利金の償還及び減債基金（満期一括償還分等）の積立、取崩を、整理会計である公債 

償還特別会計において行っていますが、本財務書類では、会計ごとの資産負債残高及び資金の流れを明確にするた 

め、その金額を、公債償還特別会計ではなく、各会計の貸借対照表及び資金収支計算書に計上しています。 
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,249,045 固定負債 1,346,315
有形固定資産 2,938,446 地方債等 1,277,120
事業用資産 909,992 長期未払金 -
土地 554,773 退職手当引当金 63,552
立木竹 1,336 損失補償等引当金 2,752
建物 945,557 その他 2,892
建物減価償却累計額 △ 600,155 流動負債 144,075
工作物 14,564 1年内償還予定地方債等 121,809
工作物減価償却累計額 △ 11,034 未払金 11,764
船舶 771 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 314 前受金 10
浮標等 482 前受収益 35
浮標等減価償却累計額 △ 207 賞与等引当金 5,296
航空機 1,318 預り金 4,307
航空機減価償却累計額 △ 1,318 その他 854
その他 423 1,490,391
その他減価償却累計額 △ 9 【純資産の部】
建設仮勘定 3,804 固定資産等形成分 3,271,096

インフラ資産 1,951,179 余剰分（不足分） △ 1,417,445
土地 965,122
建物 57,411
建物減価償却累計額 △ 35,098
工作物 2,069,955
工作物減価償却累計額 △ 1,178,322
その他 140
その他減価償却累計額 △ 1
建設仮勘定 71,972

物品 210,134
物品減価償却累計額 △ 132,859

無形固定資産 20,743
ソフトウェア 979
その他 19,764

投資その他の資産 289,856
投資及び出資金 70,782
有価証券 54
出資金 70,728
その他 -

投資損失引当金 △ 5
長期延滞債権 8,290
長期貸付金 27,171
基金 183,725
減債基金 132,274
その他 51,451

その他 1,217
徴収不能引当金 △ 1,324

流動資産 94,996
現金預金 43,156
未収金 11,332
短期貸付金 2,311
基金 19,739
財政調整基金 9,776
減債基金 9,964

棚卸資産 15,490
その他 3,061
徴収不能引当金 △ 94 1,853,650

3,344,041 3,344,041

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

- 31 -



（単位：百万円）

経常費用 768,417
業務費用 371,126
人件費 88,650
職員給与費 66,683
賞与等引当金繰入額 5,224
退職手当引当金繰入額 6,523
その他 10,220

物件費等 179,441
物件費 104,639
維持補修費 12,569
減価償却費 62,118
その他 115

その他の業務費用 103,034
支払利息 17,438
徴収不能引当金繰入額 1,237
その他 84,359

移転費用 397,291
補助金等 263,831
社会保障給付 124,139
他会計への繰出金 -
その他 9,321

経常収益 204,475
使用料及び手数料 73,218
その他 131,257

純経常行政コスト △ 563,942
臨時損失 2,371
災害復旧事業費 63
資産除売却損 1,038
投資損失引当金繰入額 5
損失補償等引当金繰入額 611
その他 654

臨時利益 2,558
資産売却益 1,860
その他 697

純行政コスト △ 563,755

全体行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,844,185 3,257,522 △ 1,413,337

純行政コスト（△） △ 563,755 △ 563,755

財源 571,920 571,920

税収等 373,350 373,350

国県等補助金 198,570 198,570

本年度差額 8,166 8,166

固定資産等の変動（内部変動） 12,274 △ 12,274

有形固定資産等の増加 96,034 △ 96,034

有形固定資産等の減少 △ 80,874 80,874

貸付金・基金等の増加 74,037 △ 74,037

貸付金・基金等の減少 △ 76,923 76,923

資産評価差額 △ 1,201 △ 1,201

無償所管換等 761 761

その他 1,740 1,740 -

本年度純資産変動額 9,466 13,574 △ 4,108

本年度末純資産残高 1,853,650 3,271,096 △ 1,417,445

全体純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 705,218
業務費用支出 307,927
人件費支出 87,687
物件費等支出 116,693
支払利息支出 17,438
その他の支出 86,110

移転費用支出 397,291
補助金等支出 263,831
社会保障給付支出 124,139
他会計への繰出支出 -
その他の支出 9,321

業務収入 750,226
税収等収入 372,740
国県等補助金収入 171,834
使用料及び手数料収入 74,178
その他の収入 131,475

臨時支出 63
災害復旧事業費支出 63
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 44,945
【投資活動収支】
投資活動支出 158,539
公共施設等整備費支出 79,483
基金積立金支出 38,023
投資及び出資金支出 4,950
貸付金支出 35,985
その他の支出 98

投資活動収入 116,981
国県等補助金収入 26,117
基金取崩収入 37,175
貸付金元金回収収入 37,911
資産売却収入 14,102
その他の収入 1,675

投資活動収支 △ 41,558
【財務活動収支】
財務活動支出 146,772
地方債償還支出 145,823
その他の支出 949

財務活動収入 151,606
地方債発行収入 151,606
その他の収入 -

財務活動収支 4,834
8,221
30,786
39,007

前年度末歳計外現金残高 4,065
本年度歳計外現金増減額 84
本年度末歳計外現金残高 4,149
本年度末現金預金残高 43,156

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記（全体） 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法（基金が保有する土地を含む） 

   ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和59年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

    イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   ② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

なお、公営企業会計（法適用）においては、原則、取得原価としています。 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 １５年～５０年 

工作物 １０年～７５年 

物品 ５年～１５年 

      ただし、一部の公営企業会計（法適用）については定率法によっています。 

   ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

   ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約

１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････主に自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

     未収金については、過去3年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去3年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

   ② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する 

将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

   ④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ 

れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（４）リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円

以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

主に通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   ② オペレーティング・リース取引 
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通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 （５）全体資金収支計算書における資金の範囲 

    現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 （６）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、公営企業会計（法適用）については、税抜方式によっています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当ありません 

３ 重要な後発事象 

主要な業務の改廃 

廃棄物発電事業について、平成29年度から一般会計が行うことになったため、平成29年度より廃棄物発電特別会 

計を廃止しました。 

４ 偶発債務 

 （１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

    他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

（単位：百万円） 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務額 
総額 

損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

福岡北九州高速道路公社   186,772 186,772 

北九州市道路公社   1,441 5,483 6,924 

福岡県信用保証協会   1,311   1,311 

計   2,752 192,255 195,007 

 （２）係争中の訴訟等 

    係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの。 

８件 140 百万円（会計年度末における訴訟金額） 

５ 追加情報 

 （１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

    全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
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一般会計、土地区画整理特別会計、土地区画整理事業清算特別会計、公債償還特別会計、住宅新築資金等貸付

特別会計、土地取得特別会計、母子父子寡婦福祉資金特別会計、臨海部産業用地貸付特別会計、国民健康保険特

別会計、競輪、競艇特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、食肉センター特別会計、卸売市場

特別会計、渡船特別会計、港湾整備特別会計、駐車場特別会計、産業用地整備特別会計、廃棄物発電特別会計、

漁業集落排水特別会計、空港関連用地整備特別会計、学術研究都市土地区画整理特別会計、市民太陽光発電所特

別会計、上水道事業会計（水道事業・水道用水供給事業）、工業用水道事業会計、交通事業会計、病院事業会

計、下水道事業会計 

 （２）出納整理期間 

    地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現

金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金の受払 

い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 （３）表示単位未満の取扱い 

    百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

６ その他 

（１）地方債・減債基金の取扱いについて 

本市では、借換債の発行、元利金の償還及び減債基金（満期一括償還分等）の積立、取崩を、整理会計である公

債償還特別会計において行っていますが、本財務書類では、会計ごとの資産負債残高及び資金の流れを明確にする

ため、その金額を、公債償還特別会計ではなく、各会計の貸借対照表及び資金収支計算書に計上しています。 

（２）基金の評価基準について 

一般会計及び公営企業会計（法適用）を除く特別会計の基金が保有する満期保有目的以外の有価証券は、会計年

度末における市場価格で評価していますが、公営企業会計（法適用）では取得原価で評価しています。 

（３）資金収支計算書における借換債の取扱いについて 

一般会計及び公営企業会計（法適用）を除く特別会計は借換債の発行と償還を総額表示していますが、公営企業

会計（法適用）では純額表示しています。 
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,421,563 固定負債 1,487,781
有形固定資産 3,181,216 地方債等 1,342,939
事業用資産 969,953 長期未払金 0
土地 577,068 退職手当引当金 65,577
立木竹 1,336 損失補償等引当金 1,311
建物 1,003,710 その他 77,954
建物減価償却累計額 △ 629,452 流動負債 163,711
工作物 32,279 1年内償還予定地方債等 130,743
工作物減価償却累計額 △ 20,233 未払金 20,354
船舶 1,336 未払費用 272
船舶減価償却累計額 △ 823 前受金 384
浮標等 482 前受収益 58
浮標等減価償却累計額 △ 207 賞与等引当金 5,851
航空機 1,318 預り金 4,797
航空機減価償却累計額 △ 1,318 その他 1,250
その他 423 1,651,493
その他減価償却累計額 △ 9 【純資産の部】
建設仮勘定 4,041 固定資産等形成分 3,443,587

インフラ資産 2,125,408 余剰分（不足分） △ 1,545,415
土地 965,125 他団体出資等分 709
建物 58,365
建物減価償却累計額 △ 35,521
工作物 2,243,373
工作物減価償却累計額 △ 1,178,447
その他 140
その他減価償却累計額 △ 1
建設仮勘定 72,375

物品 230,996
物品減価償却累計額 △ 145,142

無形固定資産 22,288
ソフトウェア 1,390
その他 20,898

投資その他の資産 218,058
投資及び出資金 4,702
有価証券 953
出資金 3,748
その他  -

長期延滞債権 8,310
長期貸付金 6,386
基金 198,788
減債基金 132,274
その他 66,515

その他 1,323
徴収不能引当金 △ 1,451

流動資産 128,690
現金預金 66,486
未収金 14,060
短期貸付金 948
基金 21,076
財政調整基金 11,113
減債基金 9,964

棚卸資産 21,681
その他 4,545
徴収不能引当金 △ 106

繰延資産 121 1,898,880
3,550,373 3,550,373

連結貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：百万円）

経常費用 931,093
業務費用 411,046
人件費 102,674
職員給与費 78,190
賞与等引当金繰入額 5,639
退職手当引当金繰入額 6,677
その他 12,168

物件費等 191,611
物件費 103,386
維持補修費 17,588
減価償却費 64,702
その他 5,935

その他の業務費用 116,761
支払利息 18,383
徴収不能引当金繰入額 1,241
その他 97,138

移転費用 520,046
補助金等 386,549
社会保障給付 124,139
他会計への繰出金 -
その他 9,359

経常収益 237,664
使用料及び手数料 87,817
その他 149,848

純経常行政コスト △ 693,429
臨時損失 1,898
災害復旧事業費 63
資産除売却損 1,126
損失補償等引当金繰入額 -
その他 709

臨時利益 2,637
資産売却益 1,865
その他 772

純行政コスト △ 692,689

連結行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,886,859 3,427,653 △ 1,540,885 91

純行政コスト（△） △ 692,689 △ 693,103 414

財源 703,429 703,225 204

税収等 489,575 489,553 22

国県等補助金 213,854 213,672 182

本年度差額 10,740 10,122 618

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 △ 1,211

無償所管換等 761

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 -

その他 1,732

本年度純資産変動額 12,021 15,934 △ 4,530 618

本年度末純資産残高 1,898,880 3,443,587 △ 1,545,415 709

連結純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

- 40 -



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出
業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支
31,551
30,786

-
62,337

前年度末歳計外現金残高 4,065
本年度歳計外現金増減額 84
本年度末歳計外現金残高 4,149
本年度末現金預金残高 66,486

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記（連結） 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法（基金が保有する土地を含む） 

   ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和59年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

    イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   ② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

なお、公営企業会計（法適用）及び連結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 １５年～５０年 

工作物 １０年～７５年 

物品 ５年～１５年 

      ただし、一部の公営企業会計（法適用）及び一部の連結対象団体については定率法によっています。 

   ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

   ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約

１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････主に自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

     未収金については、過去3年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込

額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去3年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能 

見込額を計上しています。 

   ② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ 

き計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する 

将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

   ④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ 

れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（４）リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円

以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 
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主に通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   ② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 （５）連結資金収支計算書における資金の範囲 

    現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 （６）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、公営企業会計（法適用）及び一部の連結対象団体については、税抜方式によっています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当ありません 

３ 重要な後発事象 

  該当ありません 

４ 偶発債務 

 （１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

    他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

（単位：百万円） 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務額 
総額 

損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

福岡県信用保証協会   1,311   1,311 

 （２）係争中の訴訟等 

    係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの。 

８件 140 百万円（会計年度末における訴訟金額） 

５ 追加情報 

 （１）連結対象団体 

団体名 区分 
連結の 

方法 

比例連結 

割合 

直方市・北九州市岡森用水組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 42.0% 

福岡県自治振興組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.0% 
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団体名 区分
連結の 

方法

比例連結 

割合

福岡県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 22.2% 

北九州市立大学 公立大学法人 全部連結  

北九州市道路公社 地方三公社 全部連結  

福岡北九州高速道路公社 地方三公社 比例連結 13.0% 

北九州市住宅供給公社 地方三公社 全部連結  

公益財団法人アジア成長研究所 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州国際交流協会 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラム 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州市芸術文化振興財団 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州国際技術協力協会 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州市環境整備協会 第三セクター等 全部連結  

株式会社北九州輸入促進センター 第三セクター等 全部連結  

株式会社北九州テクノセンター 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人九州ヒューマンメディア創造センター 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州産業学術推進機構 第三セクター等 全部連結  

皿倉登山鉄道株式会社 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人西日本産業貿易コンベンション協会 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州市どうぶつ公園協会 第三セクター等 全部連結  

北九州高速鉄道株式会社 第三セクター等 全部連結  

ひびき灘開発株式会社 第三セクター等 全部連結  

北九州埠頭株式会社 第三セクター等 全部連結  

北九州貨物鉄道施設保有株式会社 第三セクター等 全部連結  

北九州エアターミナル株式会社 第三セクター等 全部連結  

株式会社北九州ウォーターサービス 第三セクター等 全部連結  

公益財団法人北九州市学校給食協会 第三セクター等 全部連結  

社会福祉法人北九州市福祉事業団 第三セクター等 全部連結  

    連結方法は次のとおりです。 

   ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

   ② 公立大学法人は、全部連結の対象としています。 

   ③ 地方三公社は、北九州道路公社及び北九州市住宅供給公社は全部連結、福岡北九州高速道路公社は比例連結の

対象としています。 
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   ④ 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的

に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。 

 （２）出納整理期間 

    地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理

期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 （３）表示単位未満の取扱い 

    百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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